
社会福祉法人雲南ひまわり福祉会 

役員及び評議員の報酬等並びに費用弁償に関する規程 

 

 

第１章 総 則 

 

（目的及び意義） 

第１条 この規程は、社会福祉法人雲南ひまわり福祉会（以下「当法人」という。）の

定款第８条及び第２１条の規定に基づき、役員及び評議員の報酬等並びに費用弁償に

関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義等） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１） 役員 当法人定款（以下「定款」という。）第１６条第１項により選任された理

事及び監事をいう。 

（２） 理事長 定款第１６条第２項により選定された理事長をいう。 

（３） 常務理事 定款第１６条第２項により選定された常務理事をいう。 

（４） 非常勤役員 前３号の常務理事以外の者をいう。 

（５） 評議員 定款第６条第１項により選任された評議員をいう。 

（６） 報酬等 報酬、賞与その他の職務執行の対価として受ける財産上の利益及び退

任慰労金であって、その名称の如何を問わない。 

（７） 費用弁償 職務遂行に伴い発生する旅費（交通費、宿泊費）等であって、報酬等

とは明確に区分されるものとする。 

（報酬等の支給） 

第３条 当法人は、役員に職務執行の対価として報酬等を支給する。 

２ 評議員には、定款第８条で定める金額の範囲内で、報酬等を支給する。 

３ 常務理事であって職員としての立場を有する者に対しては、報酬等を支給しない。

ただし、正規の勤務時間外に開催される理事会等に出席し、職員としての給与等が支

払われない場合においては、非常勤理事に準じて報酬等を支給する。 

（報酬等の総額等） 

第４条 全理事の報酬総額は、年間４５０万円以内とする。 

２ 全監事の報酬総額は、年間１０万円以内とする。 

３ 常務理事の報酬は、第２章常務理事の報酬による。 

４ 非常勤役員に対する報酬は、第３章非常勤役員の報酬による。 

５ 評議員の報酬は、第４章評議員の報酬による。 

６ 費用弁償については、第５章役員及び評議員の費用弁償による。 

７ 退任慰労金については、第６章役員等の退任慰労金による。 



 

第２章 常務理事の報酬 

 

（報酬の種類） 

第５条 常務理事に支給する報酬（以下「常務報酬」という。）の種類は、次の各号に

掲げるものとする。 

（１） 基本報酬（日額を基準とする） 

（２） 通勤手当 

（３） 住居手当 

（４） 食事指導手当 

（５） ユニフォーム手当 

（６） 出張手当 

（７） 期末手当 

（常務報酬の額） 

第６条 前条第１号の基本報酬の額は、次の計算式により決定するものとする。 

  【基本報酬の額の算出方法】 

① 経歴の種類により、その者の経験年数を算出する。 

 社会福祉施設等における在職期間   換算率１０割以下 

 社会福祉施設等を除いた在職期間   換算率５割以下 

② 保有資格により、みなし経験年数を算出する。 

    社会福祉士、精神保健福祉士、理学療法士、作業療法士、管理栄養士、看護師、

准看護師その他理事長がこれらと同等以上として認める資格を所持する場合に

は、その資格の保有数に１を乗じた期間。 

③ 上記①の経験年数に②のみなし経験年数を加算することにより経験年数とする。

ただし、算出した経験年数に小数点以下の端数が生じた場合には、小数点以下の

経験年数を切り捨てるものとする。 

④ 別表１「常務報酬算出基礎表」における算出開始時の級・号棒を決定する。 

 大学卒 １級６号棒  

短大卒 １級４号棒  

高校卒 １級２号棒 

⑤ ④により決定した算出開始時の級・号棒から③により算出した経験年数１年ごと

に一号棒ずつ上げていくものとする。 

⑥ ⑤により号棒を上げていく過程で、それぞれ以下記載の昇格みなし基準級に達し

た場合には、１級上位の級に上げるものとし、級を上げる前の号棒を基準に直近

上位の号棒に格付けし、経験年数が０になるまで級・号棒を上げていく。ただし、

号棒を上げていく過程で、昇格みなし基準級に達しても、それぞれの級において

経験年数が５年を下回る場合は、５年を基準に昇格させるものとする。 



【昇格みなし基準級】 

 １級９号棒  

２級１０号棒  

３級１３号棒  

４級１４号棒  

５級１４号棒 

⑦ ⑥により算出した報酬月額をもとに次のとおり日額を決定する。 

   基本報酬（百円未満切り上げ） ＝ 報酬月額 ÷ ２１日 

２ 前項により決定した基本報酬の額は、半日を単位として支給することができる。 

３ 同条第１項により決定した基本報酬の額は一定の額とし、いわゆる昇給のような制

度は設けないものとする。 

４ 前条第２号から第７号までの諸手当の額は、別表２のとおりとする。 

（常務報酬の支払い方法） 

第７条 常務報酬は、通貨をもって本人に支払うものとする。ただし、本人の同意を得

れば、本人の指定する本人名義の金融機関口座に振り込むことができるものとする。 

２ 報酬等は､法令等の定めるところによる控除すべき金額を控除して支給する。 

（常務報酬の計算期間） 

第８条 常務報酬の計算期間（諸手当の計算期間を含む）は、前月１６日より当月１５

日までとし、その支給日は当月２５日とする。ただし、支給日が金融機関の休日の場

合は、その前の営業日とする。 

（特別な余暇） 

第９条 勤務する基準の日数（以下「基準勤務日数」という。）に応じ、常務理事に対

し、次のとおり特別な余暇を与えることができるものとする。 

 

勤務する単位 （Ⅰ） （Ⅱ） （Ⅲ） （Ⅳ） （Ⅴ） 

基準勤務日数 

（１週間の勤務日数） 
5 日 4 日 3 日 2 日 1 日 

年 間 12 日 10 日 7 日 5 日 2 日 

 

２ 前項の基準勤務日数は、理事会において決定する。 

３ 特別な余暇の付与日数は年度を単位とする。ただし、年度の中途でその任に就いた

者の場合であっても、前項の表の日数を付与するものとする。 

４ 特別な余暇は、１日を単位として常務理事が指定する日とし、原則として事前に理

事長の承認を受けるものとする。 

５ 特別な余暇を指定した日は、基本報酬を支給することができる。 

 



第３章 非常勤役員の報酬 

 

（非常勤役員の報酬） 

第１０条 非常勤役員の報酬は、次のとおり支給する。 

① 理事会・評議員会、監事会並びに指導監査等    ５，０００円／回 

② 第１３条の出張命令を受けた研修会等 

（ア） 島根県内（だだし、（イ）を除く。）     ７，０００円／日 

（イ） 島根県内（島根県江津市以西、隠岐の島）  ８，０００円／日 

（ウ） 島根県外（（エ）を除く。）         ８，０００円／日 

（エ） 島根県外（政令指定都市）        １０，０００円／日 

③ ①及び②以外の当法人が実施する研修会等     ２，０００円／日 

２ 非常勤役員の報酬は、必要の都度、通貨をもって本人に支払うものとする。ただし、

本人の同意を得れば、本人の指定する本人名義の金融機関口座に振り込むことができ

るものとする。 

３ 報酬等は､法令の定めるところによる控除すべき金額を控除して支給する。 

４ 同条第１項に該当する業務を行う場合には、第５章役員及び評議員の費用弁償によ

る費用を支給することができる。 

 

第４章 評議員の報酬 

 

（評議員の報酬） 

第１１条 評議員の報酬は、次のとおり支給する。 

① 評議員会                       ５，０００円／回 

② 第１３条の出張命令を受けた研修会等 

（ア） 島根県内（だだし、（イ）を除く。）     ７，０００円／日 

（イ） 島根県内（島根県江津市以西、隠岐の島）  ８，０００円／日 

（ウ） 島根県外（（エ）を除く。）         ８，０００円／日 

（エ） 島根県外（政令指定都市）        １０，０００円／日 

③ ①及び②以外の当法人が実施する研修会等       ２，０００円／日 

２ 評議員の報酬は、必要の都度、通貨をもって本人に支払うものとする。ただし、本

人の同意を得れば、本人の指定する本人名義の金融機関口座に振り込むことができる

ものとする。 

３ 報酬等は､法令の定めるところによる控除すべき金額を控除して支給する。 

４ 同条第１項に該当する業務を行う場合には、第５章役員及び評議員の費用弁償によ

る費用を支給することができる。 

 

 



第５章 役員及び評議員の費用弁償 

 

（費用弁償の支給） 

第１２条 役員及び評議員（以下「役員等」という。）が用務、研修、講習、訓練又はこ

れらに類する目的のため、旅行（以下「出張」という。）をした場合に、役員等に対

し費用を弁償することができる。 

２ 常務理事には通勤手当を支給し、出張の場合を除き、通勤手当に相当する費用弁償

は支給しない。 

（出張命令等） 

第１３条 出張は、理事長の承認を得なければならない。 

（費用弁償の種類等） 

第１４条 費用弁償の種類は、宿泊費、航空運賃、船賃、車賃、バス賃、鉄道賃、実費

等、受講料、駐車場代及びその他とし、それぞれの支給額は、別表３のとおりとする。 

（費用弁償の計算） 

第１５条 費用弁償の内、移動に伴う経費は、出張行程を考慮し安全かつ経済的な方法

により出張した場合の旅費により計算する。 

（費用弁償の調整） 

第１６条 役員等に支給すべき費用弁償の内、他の経費から支給される場合には費用弁

償は支給しない。ただし、他から支給される経費が役員等に支給すべき費用弁償に満

たない場合は、その差額を支給することができる。 

（出張の手続き） 

第１７条 第１３条に規定する命令は、別に定める様式によるものとする。 

２ 役員等は出張が終了した場合は、別に定める様式により理事長に報告しなければな

らない。 

３ 前項により報告を完了した役員等は、別に定める様式により旅費を請求するものと

する。 

（出張の変更） 

第１８条 特別な事由により、第１３条による出張命令と異なる出張内容となった場合

は、出張が終了後、速やかに別に定める様式により再度理事長の承認を受けなければ

ならない。 

（費用弁償の支給日） 

第１９条 費用弁償の支給は、これの請求があった日から遅滞なく支払うものとする。

なお、必要に応じて、前払いを行うことができる。 

（準用） 

第２０条 評議員選任・解任委員会委員が、理事長よりこの規程に定める同様の出張を

命じられた場合は、この規定を準用し必要な手続きを行うことができる。 

 



第６章 役員等の退任慰労金 

 

（退任慰労金） 

第２１条 役員等の内、在任期間が２年を超える者に対し、その役職並びに在任期間に

応じた退任慰労金を支給することができる。 

（退任慰労金の額） 

第２２条 退任慰労金の額は、次の計算式により算出した額とする。 

① 理事長  ５，０００円×在任期間（年）×（変動数） 

理事長の上記変動数は、１～２の範囲内とする。 

② 常務理事 ５，０００円×在任期間（年）×（変動数） 

常務理事の上記変動数は、１～５の範囲内とする。 

③ 非常勤役員等 ５，０００円×在任期間（年） 

２ 上記変動数については、総合的に勘案し、評議員会の決議によって行う。 

（退任慰労金と他の退職手当との併給調整） 

第２３条 就業規則第３条に規定する職員の身分を同時に有する役員等については、同

規則第５２条に規定する退職手当を優先させるものとし、退任慰労金とは併給できな

いものとする。ただし、職員の身分を有しなくなった場合であって、職員の身分を有

しなくなった日以降も役員等に在任する場合には、その職員の身分を有しなくなった

日以降の在任期間は、退任慰労金の規定を適用できるものとする。 

（退任慰労金の減額・不支給・変換） 

第２４条 役員等が、その在任期間中、法人の信用を傷つけたり又は不名誉となる行為

をしたことにより法人に著しい損害を与えた場合等は、評議員会の議を経て、退任慰

労金を減額するか、又は支給しないことできる。なお、すでに退職慰労金が支給され

ている場合は、その全部又は一部の返還を求めるものとする。 

（在任期間の算出） 

第２５条 在任期間は年を単位とし、役員等に就任した日から起算し、退任の日までと

する。ただし、在任期間が１年未満の端数を生じた場合は切り捨てる。 

２ 在任期間中に役職が複数存在する場合は、それぞれの役職に応じて個別に算出する。 

（支払い時期及び方法） 

第２６条 退任慰労金は、退任の日の翌日から起算して１ヶ月以内に直接役員等にその

全額を通貨で支払うものとする。ただし、役員等の同意があるときは、銀行振込によ

り各自の指定する本人の預金口座に振り込んで支払うことがある。 

２ 退任慰労金は、その支払いに際し、源泉所得税を控除する。 

（廃止ないし減額） 

第２７条 この退任慰労金は、経済情勢の変化又は法人の経営状況等により廃止又は支

給額を減額することがある。 

 



第７章 雑則 

 

（公表） 

第２８条 当法人は、この規程をもって、社会福祉法第５９条の２第１項第２号に定め

る報酬等の支給の基準として公表する。 

（改廃） 

第２９条 この規程の改廃は、評議員会の決議によって行う。 

（補足） 

第３０条 この規程の実施に関し必要な事項は、理事長が評議員会の承認を経て、別に

定めるものとする。 

 

附 則  

（施行期日） 

１ この規程は、令和３年６月８日から施行する。ただし、第５条から第９条の常務理

事の報酬に係る規定は、令和３年６月１６日から施行する。 

２ 第２１条から第２７条の役員等の退任慰労金に係る規定は、この規程の施行日に在

任する役員等から適用する。ただし、第２５条の在任期間の算出にあたっては、この

規程の施行日以前の継続する在任期間及び社会福祉法の一部を改正する法律（平成２

９年４月１日施行分）が適用される以前における役員等（理事、監事、評議員）の在

任期間を含めるものとする。 

（規程の廃止） 

３ 役員及び評議員の報酬等並びに費用弁償に関する規程、役員報酬規程、役員等に対

する費用弁償規則、及び役員報酬規程及び費用弁償規則の適用範囲に関する規則は廃

止する。ただし、役員報酬規程は、第５条から第９条の常務理事の報酬に係る規定の

施行日をもって廃止する。 

附 則 

 この規程は、令和４年６月７日から施行する。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表　１　　　 常務報酬算出基礎表

職務の級
号棒

１級 間差額 ２級 間差額 ３級 間差額 ４級 間差額 ５級 間差額 ６級 間差額

1 194,500 234,000 248,300 270,200

2 163,100 179,800 201,000 6,500 242,000 8,000 258,300 10,000 282,200 12,000

3 168,100 5,000 187,100 7,300 207,500 6,500 250,000 8,000 268,300 10,000 294,200 12,000

4 172,100 4,000 195,000 7,900 214,000 6,500 257,000 7,000 278,300 10,000 306,200 12,000

5 176,100 4,000 201,400 6,400 220,500 6,500 264,000 7,000 288,300 10,000 318,200 12,000

6 180,100 4,000 207,200 5,800 226,000 5,500 271,000 7,000 298,300 10,000 330,200 12,000

7 182,600 2,500 212,900 5,700 231,500 5,500 278,000 7,000 307,300 9,000 340,200 10,000

8 184,800 2,200 218,600 5,700 237,000 5,500 283,000 5,000 316,300 9,000 350,200 10,000

9 186,600 1,800 223,600 5,000 242,500 5,500 288,000 5,000 325,300 9,000 360,200 10,000

10 188,100 1,500 228,600 5,000 247,500 5,000 293,000 5,000 334,300 9,000 370,200 10,000

11 189,500 1,400 233,600 5,000 252,500 5,000 298,000 5,000 340,300 6,000 380,200 10,000

12 190,700 1,200 237,600 4,000 257,500 5,000 302,000 4,000 346,300 6,000 387,200 7,000

13 191,800 1,100 241,600 4,000 262,500 5,000 306,000 4,000 351,300 5,000 394,200 7,000

14 192,800 1,000 245,600 4,000 265,500 3,000 310,000 4,000 356,300 5,000 401,200 7,000

15 193,600 800 248,600 3,000 268,500 3,000 314,000 4,000 361,300 5,000 408,200 7,000

16 194,100 500 250,600 2,000 271,500 3,000 317,000 3,000 366,300 5,000 415,200 7,000

17 252,600 2,000 274,500 3,000 320,000 3,000 371,300 5,000 420,200 5,000

18 254,600 2,000 277,500 3,000 323,000 3,000 425,200 5,000

19 256,600 2,000 280,000 2,500 326,000 3,000 430,200 5,000

20 258,600 2,000 282,500 2,500 329,000 3,000 435,200 5,000

21 260,600 2,000 285,000 2,500 332,000 3,000 440,200 5,000

22 262,600 2,000 287,500 2,500 336,000 4,000 445,200 5,000

23 264,600 2,000 290,000 2,500 339,500 3,500 450,200 5,000

24 266,600 2,000 292,500 2,500 343,000 3,500

25 268,600 2,000 295,000 2,500

26 270,100 1,500 297,500 2,500

27 271,600 1,500 300,000 2,500

28 273,100 1,500 302,500 2,500

29 274,600 1,500 305,000 2,500

30 276,200 1,600 307,500 2,500

31 277,800 1,600 310,000 2,500

32 279,400 1,600 312,500 2,500



別表２ 

各種手当表                               

通勤手当 ➢ 通勤のため交通機関又は交通用具を利用する場合であって、通勤距離が片道

2ｋｍ以上である者 

➢ 出張、休暇等で計算期間の初日から末日まで勤務しないこととなるときは、

その月の通勤手当は支給しない。 

➢ 交通機関利用者 

（１） 計算期間の通勤に要する運賃等の額に相当する額（以下「運賃等」とい

う。）が１０，０００円を超えない場合は、その実費とする。 

（２） 運賃等が１０，０００円を超えるときは次の算式により算出した額とし、 

最高限度額は２０，０００円とする。 

手当額＝１０，０００円＋（運賃等－１０，０００円）÷２ 

➢ 交通用具利用者（片道の距離） 

（１）  2ｋｍ以上～ 5ｋｍ未満    ２，０００円 

（２）  5ｋｍ以上～10ｋｍ未満    ４，１００円 

（３） 10ｋｍ以上～15ｋｍ未満    ６，５００円 

（４） 15ｋｍ以上～20ｋｍ未満    ８，９００円 

（５） 20ｋｍ以上～25ｋｍ未満   １１，３００円 

（６） 25ｋｍ以上～30ｋｍ未満   １３，７００円 

（７） 30ｋｍ以上～35ｋｍ未満   １６，１００円 

（８） 35ｋｍ以上～40ｋｍ未満   １８，５００円 

（９） 40ｋｍ以上         ２０，９００円 

住居手当 島根県雲南市木次町及び木次町に隣接する町（大東町、加茂町、三刀屋町、

吉田町並びに仁多郡奥出雲町。ただし仁多郡奥出雲町にあっては、平成１７年

３月３１日仁多郡二町法定合併以前の仁多町地内に限る。）内（以下「新該当町

内」という。）に住所を有し、新該当町内に居住する者であって、自らの名義で

賃貸契約を締結し、その賃貸月額が１１，０００円（ただし、共益費は含まな

い額）を超える常務理事について、次の算式により得た額を支給する。 

（１） 家賃が月額２１，０００円以下の場合は、家賃から１１，０００円を控

除した額 

（２） 家賃が月額２１，０００円を超える場合は、次の算式により算出し  

   た額とし、最高限度額を２３，０００円とする。 

    手当額＝１０，０００円＋（家賃月額－２１，０００円）÷２ 

食事指導手当 食事指導を命ぜられた常務理事  ３，８００円／月 



ユニフォーム

手当 

 法人の業務に携わるにあたり、必要となる被服を購入するための手当。 

被服の選定にあたっては、職責及び信用失墜行為の禁止等、品格、品位を損な

うことのないよう努めること。 

 

ユニフォーム手当 ５００円／月  

 

出張手当 第１３条の出張命令を受けた常務理事に対し、次のとおり出張手当を支給する

ことができる。ただし、雲南市内の出張の場合は支給しない。 

① 島根県内（だだし、②を除く。）      ２，０００円／日 

② 島根県内（島根県江津市以西、隠岐の島）  ３，０００円／日 

③ 島根県外（④を除く。）           ３，０００円／日 

④ 島根県外（政令指定都市）         ５，０００円／日 

期末手当  勤務実態があった月を１とし、次のとおり支給することができる。ただし、基

準日現在現職である場合に限る。 

  

 ７月期（１２月１日～翌年６月３０日までの間）（基準日 当年７月１日） 

第５条第１号の基本報酬の額×（変動数） 

  

１２月期（７月１日～１１月３日までの間）（基準日 当年１２月１日） 

   第５条第１号の基本報酬の額×（変動数） 

 

 上記変動数については、勤務実態に応じ、７月期が１～９、１２月期が１～７

の範囲内で支給することができる。 

 ただし、社会経済情勢、障がい福祉サービス給付費に関する制度及び法人の経

営状況等を考慮の上決定することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表３ 

区 分 内   容 

宿泊費 
１泊につき、以下を上限に実費を支給する。 

① 島根県内                １０，０００円／泊 

② 島根県外（ただし、③を除く。）     １２，０００円／泊 

③ 島根県外（政令指定都市）        １５，０００円／泊 

航空運賃 
現に支払った航空賃。 

船 賃 現に支払った船賃。 

車 賃 １ｋｍにつき２４円。 

バス賃 必要と認められる通常のバス賃の実費。 

鉄道賃 必要と認められる通常の鉄道賃の実費。 

実費等 航空運賃、バス賃、鉄道賃以外の移動に伴う実費。 

受講料 研修の受講料の実費。 

駐車場代 出張に伴う駐車場代の内、必要と認められる駐車場代の実費。 

その他 上記に定める以外の必要と認められる経費の実費。 

備 考 宿泊費と各移動手段との組み合わせにより、通常必要となる経費を縮減

できる場合等、個別の出張事例によりその都度統括施設長が決定する。 

 

 


